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第6期中期経営計画の3つのテーマと経営課題
○推進機構活動の充実　　○組合員の皆さまの福利厚生の支援
○年代、性別等に応じたマネープランの提案と生涯取引の実現　　　　　

○自治体、協同組織、非営利団体との連携の強化
○生協組合員や未組織の方々等より多くの皆さまへのサービスの提供　　

○リスクアペタイトフレームワークの導入、収益・リスク管理の高度化
○営業改革、業務改革の推進　○総合的な店舖政策と取引チャネルの充実

〇会員、お客さまへより品質の高い商品、サービスの提供
〇当金庫資産の健全性と収益性の向上

深める

広める

高める

「量から質」
  への転換

経常収益は282億70百万円と計画を15億24百万円上回るとともに、前期比
1億円の増収となりました。貸出金の増加により貸出金利息が185億71百万円
と計画、前年実績ともに上回りました。有価証券利息配当金は投資信託の配当金
等により計画を2億55百万円上回ったものの、残高の減少から前期比では5億
75百万円減少しました。役務取引等収益は計画を71百万円下回りましたが、好
調な預かり資産の販売の手数料収入により前期比88百万円増加しています。国
債等債券売却益9億8百万円を計上したことも増収の要因となりました。なお、臨
時収益は昨年計上した睡眠預金繰入益の影響で前期比3億円減少しています。

経常費用は232億55百万円と計画を5億27百万円下回ったものの、前期比1
億45百万円増加しました。上乗せ金利預金の増加により、預金利息が計画を1億
20百万円、前期比74百万円上回りました。経費は店舖再編費用や政策投資案件
の影響から計画、前年実績を下回った一方、役務取引等費用が信用保険料の増
加等により前期比4億70百万円増加したことが費用の増加要因となりました。

結果、経常利益は50億15百万円と計画を20億51百万円上回りましたが、前
期比では45百万円の減益となりました。なお、本業の業務純益は52億73百万円
となり計画を20億65百万円、前期比2億62百万円上回りました。特別損益計上
後の当期純利益は33億61百万円となり計画を13億25百万円上回りました。

１ .「業務粗利益」とは、預金、貸出金、有価証券などの利
息収支を示す「資金利益」、各種手数料などの収支を示
す「役務取引等利益」、債券などの売買益を示す「その
他業務利益」の合計です。　

1. 　貸借対照表関係の項目については、各年度の期末残高を記載しています。
2. 　当金庫は、「労働金庫法第 94 条第１項において準用する銀行法第 14 条の２の規定に基づき、労働金庫および労働金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁・厚生労働省告示第 7 号）」により、自己資本比率を算定しています。
　　 なお、当金庫は国内基準を採用しております。
3.   「業務純益」とは、「業務粗利益」から、「貸倒引当金純繰入額」および「経費」を控除したもので、金融機関の基本的な業務の成果を示すといわれる利益指標です。
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主要な経営指標
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総資産（純）利益率
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● 主要な業務の状況を示す指標

● 主要な事業の状況を示す指標

会員・出資金 損　益

2018 年度の事業概況

総融資残高は 1 兆 1,973 億 64 百万円と期中 550 億 90 百万円増加しま
した。個人融資は 556 億 3 百万円増加し、目標の 250 億円を 306 億円上
回るとともに、統合以降最大の増加額となりました。住宅使途等の有担保ロー
ンが 469 億円増加し全体をけん引しました。「量から質への転換」として取組
んだ無担保ローン、当座貸越はそれぞれ 37 億円、27 億円の増加と計画に
は達しませんでしたが、前年実績を上回る成果となっています。

貸出金

【貸出金残高の推移】

1 兆 1,973 億円

1 兆 1,422 億円

2018 年度

2017 年度

【団体会員数・間接構成員】

2018 年度
団体会員数

5,849 会員

782,823 人2018 年度

2017 年度 5,923 会員

785,002 人2017 年度
間接構成員

業　績

平成 31 年度は第 6 期中期経営計画の中間年度としての確実な事業の実践
と、統合 20 周年という将来につなげる取組みを展開してまいります。具体
的には、適正なリスク取得と安定した収益の確保、FinTech 等 IT を活用した
より利便性の高いサービスの提供、地域情勢や老朽化等に対応した店舖チャ
ネル政策、そして「SDGs の目標」に掲げる「金融包摂」の具体化等です。
当金庫は協同組織の福祉金融機関として、相互扶助・共助の精神に則った取
組みを一層強化し、全ての勤労者の方に優位性の高い金融サービスを提供す
るとともに、財務基盤の充実をめざしてまいります。

事業の展望および課題

内部統制システムの整備および運用状況
当金庫は、理事会において「内部統制システムの整備に関する基本方針」の

決議を行い、理事及び職員の職務執行が法令や定款に適合するための体制お
よび金庫ならびに子会社の業務が適正に確保されるための体制の整備に取組ん
でいます。なお、基本方針の内容は当金庫のホームページに掲載しております。

平成 30 年 4 月からスタートした「第 6 期中期経営計画（平成 30 年度～令和 2 年度）」では、統合 20 周年を迎える令和 5 年度には「花
を咲かせる」=「新たな労働金庫としての持続可能なビジネスモデル」を確固たるものとするため、「種をまく」時期と位置付け、長期的
展望に立った事業を推進しています。具体的には「3 つのテーマと経営課題」を掲げ、その課題克服に向けた事業を計画化しています。

初年度である平成 30 年度事業では、お客さまの資産形成に資する取組みとして、引き続き「iDeCo」の契約拡大に取組み、また加入
者の方を対象とした「運用セミナー」を実施しました。高金利ローンから家計を守る取組みでは相対相談やセミナーを通じた「乗り換えキャ
ンペーン」を実施、「マイプランパック」等の金利優遇制度を見直し、商品・サービスのラインナップ充実を図りました。さらに、未組織の方々
を対象に 10 月より「マイプラン Web 完結型」を導入、当金庫とお取引がない方でも来店不要で「マイプラン」が契約いただけるよう、
利用しやすい環境・チャネルを整備しました。

また、当金庫では本事業年度より「リスク・アペタイト」による事業運営を導入しました。これは事業計画を達成するために取得するリ
スクの種類を明確にし、「リスクの抑制と取得」とのバランスをとりながら、適正な収益をめざすものです。「リスク・アペタイト方針」や

「KPI、KRI」を定めるとともに、毎月開催した企画委員会において、「取得リスク率」と「取得リスク利益率」等の進捗管理を行ってまいり
ました。

事業基盤・財務基盤の充実では、「配当政策の見直し」を提案、会員の皆さまと議論を深めてまいりました。また、「経営改善策後の店
舖政策」では「賃借・機械化・軽量化」等店舖形態のあり方についてご意見をいただく等、「持続可能なビジネスモデル」構築に向け一
歩を踏み出した 1 年となりました。

当金庫の事業基盤であります団体会員は、2018 年度で 70 会員の新規
加入があったものの、組織の統廃合などで 111 会員の脱退、通常総会にお
いて所在不明会員 33 会員の除名を行ったため 74 会員減少し、5,849 会
員となりました。団体会員を構成する間接構成員は 2,179 人減少して
782,823 人となりました。出資金は 64 億 96 百万円で増減はありません。

預　金

2 兆    300 億円

1 兆 9,623 億円
【預金残高の推移】

2018 年度

2017 年度

総預金残高（含む譲渡性預金）は 2 兆 300 億 33 百万円と期中 677 億 3
百万円増加しました。個人預金は 645 億円増加し、計画の 350 億円を 295
億円上回りました。退職金を中心に上乗せ金利定期預金が伸長したことで、
定期預金が 416 億円増加しています。また普通預金も 266 億円増加した一
方、積立型預金は退職者の解約等もあり期首より37 億円減少しています。

2017年度 2018年度

2018年度2014年度 2015年度
28,270
5,015
3,361
5,273

125,190
2,282,659
2,014,163
1,197,364

423,060
6,496

6,496,976
259

1,126
9.59

30,030
6,003
4,216
6,035

102,286
1,960,647
1,733,142
1,103,432

470,951
6,496

6,496,976
259

1,187
9.88

31,708
7,215
5,181
7,129

123,418
2,056,300
1,796,404
1,107,900

516,525
6,496

6,496,976
259

1,147
10.15

28,111
4,964
3,416
5,373

116,452
2,124,285
1,875,087
1,120,111

479,354
6,496

6,496,976
259

1,138
10.00

2016年度
28,170
5,060
3,566
5,010

118,355
2,209,665
1,946,459
1,142,273

445,751
6,496

6,496,976
259

1,133
9.85

2017年度

ろうきんの事業概況
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2019

◎「金融環境の変化」に対する迅速な対応
◎「量から質への転換」の加速
◎予算の「選択と集中」
◎「SDGs（持続可能な開発目標）」において求められる役割発揮

平成 31 年度の事業課題
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